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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

1 総
学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学齢児童生徒の学齢簿を
作成し、義務教育の完全
な実施を確保する

新入学
児童生
徒及び
児童生

徒

義
務

学務課 416
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,127 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

現状維
持

なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
新入学児童生徒
の学齢簿の作成

作成時期
平成２１
年１０月

平成２１
年１０月

416
新入学児童生徒
の学齢簿の作成

作成時期
平成２２
年１０月

434 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課

新入学児童生徒
の学齢簿変更修
正、学校への通
知事務

変更修正件数 ９５０件
１０１２
件

新入学児童生徒
の学齢簿変更修
正、学校への通
知事務

変更修正件数 ９５０件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
児童生徒の転
入・転出による
加除

加除件数 ７００件
１３１４
件

児童生徒の転
入・転出による
加除

加除件数 ７００件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
氏名、続柄、市
内転居等による
訂正、変更

訂正・変更の
回数

年１２回 年１２回
氏名、続柄、市
内転居等による
訂正、変更

訂正・変更の
回数

年１２回 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
学区再編に伴う
学齢簿システム
検討

システム改修
平成２２
年３月

平成２２
年３月

学齢簿システム
導入

稼働時期
平成２２
年１０月

931 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
新設校開設に伴
う学齢簿システ
ム検討

学齢簿システ
ム改修準備

平成２２
年３月

平成２２
年３月

学齢簿システム
導入に伴う検
証・調整

学齢簿システ
ム検証・調整

平成２３
年３月

1,762 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

学齢簿の編製及
び加除訂正に係
る事務

学務課
（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に伴う就学事務

開始時期
平成２２
年４月 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学齢児童生徒の就学及び
転出入学を管理する。

児童生
徒、外
国人児
童生徒
および
保護者

義
務

学務課 951
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,144 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

現状維
持

なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
新入学児童生徒
への就学通知書
の発行

発行時期
平成２１
年１２月

平成２１
年１２月

951
新入学児童生徒
への就学通知書
の発行

発行時期
平成２２
年１２月

1,144 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
転居等に伴う転
出入学事務

転入学手続件
数

３５０件 ２４３件
転居等に伴う転
出入学事務

転入学手続件
数

３５０件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
区域外就学・特
別就学等に係わ
る就学事務

申請受付件数 ４００件 ３９６件
区域外就学・特
別就学等に係わ
る就学事務

申請受付件数 ４００件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
小・中学校卒業
予定者名簿の作
成

作成時期
平成２２
年２月

平成２２
年２月

小・中学校卒業
予定者名簿の作
成

作成時期
平成２３
年２月 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
１７市学務関係
事務連絡協議会

会議開催回数 ４回 ４回
１７市学務関係
事務連絡協議会

会議開催回数 ４回 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
私立・国立附属
学校からの転入
学

転入学手続件
数

１０件 ４件
私立・国立附属
学校からの転入
学

転入学手続件
数

１０件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
外国人及び帰国
児童・生徒に係
る就学事務

転入学手続件
数

４０件 ３１件
外国人及び帰国
児童・生徒に係
る就学事務

転入学手続件
数

４０件 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課
学区再編に伴う
就学事務

事前調査・就
学案内

平成２２
年３月

平成２２
年３月

学区再編に伴う
就学事務

事前調査・就
学案内

平成２３
年３月 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に伴う特認地域
事前アンケート

実施時期
平成２２
年６月 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

学齢児童生徒の
就学及び転出入
学に係る事務

学務課

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に伴う指定校変
更申請受付

開始時期
平成２２
年１０月 8

学齢簿・就学
援助システム
の
導入

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
就学援助に係る
事務

就学援助費受給世帯への
周知

受給者
義
務

学務課 529
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,143
現状維

持
なし 維持

3
就学援助に係る
事務

学務課
就学援助費口座
振込支給通知

通知回数 年４回 年４回 529
就学援助費口座
振込支給通知

通知回数 年４回 1,143 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
就学援助に係る
事務

学務課
就学援助システ
ム導入準備

検証開始時期
２２年１
０月

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
学校旅行総合保
険に係る事務

旅行中等の事故により、
学校側が負担する諸費用
を担保する。

児童生
徒

政
策

学務課 274
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 290 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
学校旅行総合保
険に係る事務

学務課
学校旅行総合保
険の加入等

保険対象事故
件数

１件（過
去５年間
の平均）

３件 274
学校旅行総合保
険の加入等

保険対象事故
件数

１件（過
去５年間
の平均）

290 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
校長会交付金に
係る事務

市内小・中学校運営の円
滑化及び教職員の資質向
上

小・中
学校長

会

政
策

学務課 2,353
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,291 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
校長会交付金に
係る事務

学務課
交付金の交付に
係る事務

交付時期
平成２１
年５月

平成２１
年５月

2,353
交付金の交付に
係る事務

交付時期
平成２２
年５月

2,291 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総
教育事務委託に
係る事務

湘南ライフタウン堤地区
を藤沢市へ教育事務委託
し、安全性や区域内住民
の利便、行政の効率化を
図る。

児童・
生徒・
保護者

政
策

学務課 40,686
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 97,440 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
教育事務委託に
係る事務

学務課

堤地区一部地域
児童生徒学校教
育事務の藤沢市
への委託

負担金の交付
時期

平成２１
年１１月
及び平成
２２年５
月

平成２１
年１１月
及び平成
２２年５
月

40,686

堤地区一部地域
児童生徒学校教
育事務の藤沢市
への委託

負担金の交付
時期

平成２２
年１０月
及び平成
２３年３
月

97,440
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
教育事務委託に
係る事務

学務課

教育事務委託に
おける藤沢市編
制学齢簿に係る
事務

通知回数 年２回 年２回

教育事務委託に
おける藤沢市編
制学齢簿に係る
事務

通知回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総
茅ヶ崎市育英奨
学事業

優れた生徒で経済的理由
により高等学校等の修学
に困難がある者に対し就
学を奨励することを目的
とする。

高等学
校、高
等専門
学校、
専修学
校の高

政
策

学務課 16,143
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

701
茅ヶ崎市育英奨
学事業

学務課
育英奨学金の給
付等

受給者数 １３５人 １３０人 16,143

701
茅ヶ崎市育英奨
学事業

学務課
育英奨学生の選
考

申込者数 ７０人 ０人

7 総
要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

経済的理由で就学困難な
場合必要な援助を行う。

児童及
び保護

者

義
務

学務課 141,233
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 125,705 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

現状維
持

なし 維持

7

要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

学務課
就学援助準要保
護世帯の申請の
適正な審査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

就学援助準要保
護世帯の申請の
適正な審査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

7

要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

学務課

要保護世帯認定
処理・準要保護
世帯の認定、否
認定通知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

当初分は
７月
他は毎月

要保護世帯認定
処理・準要保護
世帯の認定、否
認定通知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7

要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

学務課

学校からの状況
報告、調書の確
認・認定者への
支給、振込

支払件数
５，００
０件

５，４５
１件

116,786

学校からの状況
報告、調書の確
認・認定者への
支給、振込

支払件数
５，００
０件

124,361 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7

要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

学務課
就学援助医療
費・めがね購入
費等事務

支払件数 ２００件 ３２８件 2,447
就学援助医療
費・めがね購入
費等事務

支払件数 ２００件 1,344 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7

要保護及び準要
保護児童就学援
助（小学校）

学務課
就学援助国庫補
助事務

各種調査の報
告回数

年６回 年６回
就学援助国庫補
助事務

各種調査の報
告回数

年６回 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務（小学校）

特別支援学級に就学の際
の経済的負担を軽減する
ため一部を補助する。

児童及
び保護

者

義
務

学務課 944
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,651 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

現状維
持

なし 維持

8

特別支援教育就
学奨励費に係る
事務（小学校）

学務課
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務

受給者数 ３０人 １７人 944
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務

受給者数 ３０人 1,651 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

経済的理由で就学困難な
場合必要な援助を行う。

生徒及
び保護

者

義
務

学務課 53,228
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 55,496 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

現状維
持

なし 維持

9

要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

学務課
就学援助準要保
護世帯の申請の
適正な審査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

就学援助準要保
護世帯の申請の
適正な審査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

学務課

要保護世帯認定
処理・準要保護
世帯の認定、否
認定通知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

当初分は
７月
他は毎月

要保護世帯認定
処理・準要保護
世帯の認定、否
認定通知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

学務課

学校からの状況
報告、調書の確
認・認定者への
支給、振込

支払件数
２，００
０件

２，５５
４件

51,324

学校からの状況
報告、調書の確
認・認定者への
支給、振込

支払件数
２，００
０件

54,528 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

学務課
就学援助医療
費・めがね購入
費等事務

支払件数 １００件 ２０７件 1,904
就学援助医療
費・めがね購入
費等事務

支払件数 １００件 968 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

要保護及び準要
保護生徒就学援
助（中学校）

学務課
就学援助国庫補
助事務

各種調査の報
告回数

年６回 年６回
就学援助国庫補
助事務

各種調査の報
告回数

年６回 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務（中学校）

特別支援学級に就学の際
の経済的負担を軽減する
ため一部を補助する。

生徒及
び保護

者

義
務

学務課 915
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,552 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

現状維
持

なし 維持

10

特別支援教育就
学奨励費に係る
事務（中学校）

学務課
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務

受給者数 ３０人 ３４人 915
特別支援教育就
学奨励費に係る
事務

受給者数 ３０人 1,552 6

要保護及び準
要保護児童・
生徒就学援助
に係る事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11 総

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

児童生徒の通学等の安
全、健康管理、事故防止
に役立てる

児童・
生徒

義
務

学務課 441
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 571
現状維

持
なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
児童生徒の登下
校時の交通事故
の報告

報告件数

１１件
（過去５
年間の平
均）

６件
児童生徒の登下
校時の交通事故
の報告

報告件数

１１件
（過去５
年間の平
均）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
児童生徒の死亡
報告の受理

報告件数 ０件 ０件
児童生徒の死亡
報告の受理

報告件数 ０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
通学路の把握及
び改善要望の確
認処理

要望件数 ３００件 ２４１件 441
通学路の把握及
び改善要望の確
認処理

要望件数 ３００件 571 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
通学路改善要望
の各課へ依頼・
回答処理

依頼回答件数 ３００件 ２１８件
通学路改善要望
の各課へ依頼・
回答処理

依頼回答件数 ３００件 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課

茅ヶ崎市交通安
全対策連絡調整
会議（安全対策
課）で連絡調整

開催回数 年４回 年６回

茅ヶ崎市交通安
全対策連絡調整
会議（安全対策
課）で連絡調整

開催回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
（仮称）緑が浜
第二小学校の通
学路暫定策定

調査回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11

児童生徒の事故
報告及び通学の
安全確保に係る
事務

学務課
スクールゾーン
電柱巻取り替え
区域策定

設置件数 ２５０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12 総

例月の児童生徒
転入学転出学報
告及び児童・生
徒数調査

小・中学校から児童・生
徒数の転出入報告を受け
集計する。

児童・
生徒

内
部

学務課 191
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 571
現状維

持
なし 維持

12

例月の児童生徒
転入学転出学報
告及び児童・生
徒数調査

学務課
児童・生徒数の
転出・転入報告
受理及び集計

集計回数 年１２回 年１２回 191
児童・生徒数の
転出・転入報告
受理及び集計

集計回数 年１２回 571 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
学校保健の推進
に係る事務

学校保健の振興と充実
学校長

等
内
部

学務課 840
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 840
現状維

持
なし 維持

13
学校保健の推進
に係る事務

学務課
茅ヶ崎地区学校
保健会負担金に
係る事務

支払時期
平成２１
年６月

平成２１
年６月

315
茅ヶ崎地区学校
保健会負担金に
係る事務

支払時期
平成２２
年６月

315
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
学校保健の推進
に係る事務

学務課
学校歯科保健会
負担金に係る事
務

支払時期
平成２１
年７月

平成２１
年７月

460
学校歯科保健会
負担金に係る事
務

支払時期
平成２２
年７月

460
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
学校保健の推進
に係る事務

学務課
むし歯予防事業
交付金に係る事
務

交付時期
平成２１
年５月

平成２１
年５月

65
むし歯予防事業
交付金に係る事
務

交付時期
平成２２
年５月

65
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
学校事故見舞金
の支給に係る事
務

学校事故により被災した
児童生徒の保護者に対し
て見舞いを目的として見
舞金を支給する

児童
生徒

政
策

学務課 312
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 300 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14

学校事故見舞金
の支給に係る事
務

学務課
見舞金の支払に
係る事務

支払件数 ０件 8件 312
見舞金の支払に
係る事務

支払件数 ０件 300
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
学校医等の公務
災害補償の支給
に係る事務

災害により生じた損害の
補償及びその遺族の生活
の安定と福祉の向上を図
る

学校医
等

義
務

学務課 0
事務事業に目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 30
現状維

持
なし 維持

15

学校医等の公務
災害補償の支給
に係る事務

学務課
補償金の支払に
係る事務

支払件数 ０件 ０件 0
補償金の支払に
係る事務

支払件数 ０件 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学校保健の管理維持及び
充実

児童
義
務

学務課 29,386
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 28,773
現状維

持
なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
学校医等職務の
執行に伴う報酬
支払

支払回数 年２回 年２回 27,750
学校医等職務の
執行に伴う報酬
支払

支払回数 年２回 27,750 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
各種管理委員会
の開催

会議開催回数 年５回 年５回 2
各種管理委員会
の開催

会議開催回数 年５回 199
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
シーツクリーニ
ング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

１００％ １００％ 377
シーツクリーニ
ング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

１００％ 573 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課

怪我等による医
療機関への搬送
用タクシー借上
げ

児童への緊急
対応回数

３１１回 ２５２回 329

怪我等による医
療機関への搬送
用タクシー借上
げ

児童への緊急
対応回数

３１１回 251 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
保健室用備品の
発注

安全な環境を
整備した割合

１００％ １００％ 928
保健室用備品の
発注

安全な環境を
整備した割合

１００％ 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課 学校医等の委嘱 委嘱人数 １２０人 １２０人 学校医等の委嘱 委嘱人数 １２０人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課 学校医等の表彰 表彰人数 ５人 ５人 学校医等の表彰 表彰人数 ５人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
学校保健統計及
び実態調査の連
絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回 年３回
学校保健統計及
び実態調査の連
絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

学校保健の管理
に係る事務（小
学校）

学務課
各種通知、照
会、回答、送付

処理回数 年６０回 年６０回
各種通知、照
会、回答、送付

処理回数 年６０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17 総
学校環境衛生管
理に係る事務
（小学校）

安全で快適な学校環境の
維持管理

児童
義
務

学務課 2,674
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,329
現状維

持
なし 維持

17

学校環境衛生管
理に係る事務
（小学校）

学務課

学校環境衛生基
準に基づくプー
ル水質の適正化
を図る

検査学校数 １８校 １８校 1,870

学校環境衛生基
準に基づくプー
ル水質の適正化
を図る

検査学校数 １８校 2,128
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17

学校環境衛生管
理に係る事務
（小学校）

学務課

学校環境衛生基
準に基づく教室
内空気環境検査
等の実施

検査学校数 １８校 １８校 804

学校環境衛生基
準に基づく教室
内空気環境検査
等の実施

検査学校数 １８校 1,201
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

18 総
保健室の維持管
理に係る事務
（小学校）

保健室の維持管理 児童
施
管

学務課 1,646
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18

保健室の維持管
理に係る事務
（小学校）

学務課
安全及び機能維
持をはかるため
の修繕施工

機能維持を
行った割合

１００％ １００％ 1,646
安全及び機能維
持をはかるため
の修繕施工

機能維持を
行った割合

１００％ 1,200
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

19 総
児童の健康管理
に係る事務

児童の健康保持促進をは
かり、もって学校教育の
円滑な運営に資する。

児童
義
務

学務課 16,443
事務事業に目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 17,400 9
児童生徒の健
康管理に係る
事務

現状維
持

なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
就学時健康診断
補助員の雇用

賃金支払時期
平成２１
年１２月

平成２１
年１２月

774
就学時健康診断
補助員の雇用

賃金支払時期
平成２２
年１２月

859 9
児童生徒の健
康管理に係る
事務

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課

心疾患・腎臓疾
患管理委員会、
結核対策委員会
の精密検査判定
会の開催

開催回数 年５回 年５回 528

心疾患・腎臓疾
患管理委員会、
結核対策委員会
の精密検査判定
会の開催

開催回数 年５回 528 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
保健用必需品の
調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 ０日 2,137
保健用必需品の
調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 2,120 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持
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事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
就学時健康診断
に係る帳票類作
成

発注時期
平成２１
年９月

平成２１
年９月

126
就学時健康診断
に係る帳票類作
成

発注時期
平成２２
年９月

144 9
児童生徒の健
康管理に係る
事務

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
結核健診精密検
査に伴う医薬材
料購入

発注時期
平成２１
年５月

平成２１
年５月

7
結核健診精密検
査に伴う医薬材
料購入

発注時期
平成２２
年５月

11
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
結核健康診断の
実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

平成２１
年４月か
ら６月

1,650
結核健康診断の
実施

実施時期
平成２２
年４月か
ら６月

1,700 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
結核健診精密検
査の実施

実施時期
平成２１
年６月か
ら７月

平成２１
年６月か
ら７月

126
結核健診精密検
査の実施

実施時期
平成２２
年６月か
ら７月

120 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
蟯虫卵検査の実
施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

平成２１
年４月か
ら６月

859
蟯虫卵検査の実
施

実施時期
平成２２
年４月か
ら６月

890 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課 尿検査の実施 実施時期

平成２１
年４月か
ら平成２
２年３月

平成２１
年４月か
ら平成２
２年３月

3,272 尿検査の実施 実施時期

平成２２
年４月か
ら平成２
３年３月

3,584 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課 心臓検診の実施 実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

平成２１
年４月か
ら７月

3,814 心臓検診の実施 実施時期
平成２２
年４月か
ら７月

4,301 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
脊柱側わん症検
査の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

平成２１
年４月か
ら７月

44
脊柱側わん症検
査の実施

実施時期
平成２２
年４月か
ら７月

45 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
新入学児の健康
診断の実施

実施校数 １８校 １８校 1,548
新入学児の健康
診断の実施

実施校数 １８校 1,594 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
学校伝染病証明
書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 ０件 106
学校伝染病証明
書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 158 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
検診機材の滅菌
委託

検診時期

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

1,438
検診機材の滅菌
委託

検診時期

平成２２
年４月か
ら６月及
び１１月

1,306 9
児童生徒の健
康管理に係る
事務

済
必
要

済
不
可

無 なし 22  維持

19
児童の健康管理
に係る事務

学務課
学校医等の就学
時健診業務従事

学校医等送迎
用タクシー借
上げの時期

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

14
学校医等の就学
時健診業務従事

学校医等送迎
用タクシー借
上げの時期

平成２２
年１１月

40 9
児童生徒の健
康管理に係る
事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

20 総
災害共済及び損
害補填に係る事
務（小学校）

学校管理下の事故に関わ
る災害共済給付及び損害
補填

児童及
び第３

者

義
務

学務課 13,982
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 14,392
現状維

持
なし 維持

20

災害共済及び損
害補填に係る事
務（小学校）

学務課
給付金の支払に
係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

０件 ０件 12,311
給付金の支払に
係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

０件 12,695 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持

20

災害共済及び損
害補填に係る事
務（小学校）

学務課
災害共済給付請
求支払に伴う振
込

振込件数 ８６４件 ８８５件 372
災害共済給付請
求支払に伴う振
込

振込件数 ８６４件 350 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20

災害共済及び損
害補填に係る事
務（小学校）

学務課
学校災害賠償保
険請求・支払

支払件数 ０件 ０件 1,264
学校災害賠償保
険請求・支払

支払件数 ０件 1,304
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20

災害共済及び損
害補填に係る事
務（小学校）

学務課
施設賠償責任保
険請求・支払

支払件数 ０件 ０件 35
施設賠償責任保
険請求・支払

支払件数 ０件 43
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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）
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分
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課かい
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活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
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に対す
る分析

手法の
変更の
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①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
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今後の事業展開
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④
市
民
協
働

当該事務事業全
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②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

21 総
学校施設（調理
場）の整備に係
る事務（修繕）

施設の維持管理 児童
施
管

学務課 15,387
事務事業に目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 9,881 4
鶴嶺小学校給
食調理場改修
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21

学校施設（調理
場）の整備に係
る事務（修繕）

学務課
梅田小、松林小
給食場改修工事

完了期限
平成２１
年８月

平成２１
年８月

15,387

21

学校施設（調理
場）の整備に係
る事務（修繕）

学務課
鶴嶺小学校給食
場の改修設計

完了期限
平成２３
年１０月

9,881 4
鶴嶺小学校給
食調理場改修
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総
学校施設の整備
に係る事務(耐
震）

施設の維持管理 児童
施
管

学校給食調理
場整備事業

学務課 4,406
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5
柳島小学校給
食調理場改修
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22

学校施設の整備
に係る事務(耐
震）

学務課
柳島小給食場耐
震診断及び改修
設計

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

4,406
柳島小給食場耐
改修工事 5

柳島小学校給
食調理場改修
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

23 総
小学校修学旅行
への医療従事者
の派遣

安全・安心のある行事の
推進

児童
政
策

学務課 517
事務事業に目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 569 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23

小学校修学旅行
への医療従事者
の派遣

学務課
小学校修学旅行
医療従事者の派
遣

医療従事者派
遣人数

１２人 １２人 517
小学校修学旅行
医療従事者の派
遣

医療従事者派
遣人数

１２人 569
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

24 総
学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学校保健の管理維持及び
充実

生徒
義
務

学務課 16,678
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 16,064
現状維

持
なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
学校医等職務の
執行に伴う報酬
支払

支払回数 年２回 年２回 15,375
学校医等職務の
執行に伴う報酬
支払

支払回数 年２回 15,375 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
各種管理委員会
の開催

開催回数 年４回 年４回 1
各種管理委員会
の開催

開催回数 年４回 91
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
シーツクリーニ
ング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

１００％ １００％ 381
シーツクリーニ
ング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

１００％ 377 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課

怪我等による医
療機関への搬送
用タクシー借上
げ

生徒への緊急
対応回数

１７５回 １２９回 154

怪我等による医
療機関への搬送
用タクシー借上
げ

生徒への緊急
対応回数

１７５回 221 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
保健室用備品の
発注

安全な環境を
整備した割合

１００％ １００％ 767
保健室用備品の
発注

安全な環境を
整備した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課 学校医等の委嘱 委嘱人数 ６８人 ６８人 学校医等の委嘱 委嘱人数 ６８人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課 学校医等の表彰 表彰人数 ５人 ５人 学校医等の表彰 表彰人数 ５人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
学校保健統計及
び実態調査の連
絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回 年３回
学校保健統計及
び実態調査の連
絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24

学校保健の管理
に係る事務（中
学校）

学務課
各種通知、照
会、回答、送付

処理回数 年６０回 年６０回
各種通知、照
会、回答、送付

処理回数 年６０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

25 総
学校環境衛生管
理に係る事務
（中学校）

安全で快適な学校環境の
維持管理

生徒
義
務

学務課 1,733
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,110
現状維

持
なし 維持

25

学校環境衛生管
理に係る事務
（中学校）

学務課

学校環境衛生基
準に基づくプー
ル水質の適正化
を図る

検査学校数 ６校 ６校 1,363

学校環境衛生基
準に基づくプー
ル水質の適正化
を図る

検査学校数 ６校 1,470
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

25

学校環境衛生管
理に係る事務
（中学校）

学務課

学校環境衛生基
準に基づく教室
内空気環境検査
等の実施

検査学校数 １３校 １３校 370

学校環境衛生基
準に基づく教室
内空気環境検査
等の実施

検査学校数 １３校 640
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

26 総
保健室の維持管
理に係る事務
（中学校）

保健室の充実 生徒
施
管

学務課 62
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 50 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

26

保健室の維持管
理に係る事務
（中学校）

学務課
保健室の修繕施
工

機能維持を
行った割合

１００％ １００％ 62
保健室の修繕施
工

機能維持を
行った割合

１００％ 50
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

27 総
生徒の健康管理
に係る事務

生徒の健康保持促進をは
かり、もって学校教育の
円滑な運営に資する。

生徒
義
務

学務課 8,171
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8,858
現状維

持
なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課

心疾患・腎疾患
管理委員会、結
核対策委員会の
精密検査判定会
の開催

開催回数 年４回 年４回 220

心疾患・腎疾患
管理委員会、結
核対策委員会の
精密検査判定会
の開催

開催回数 年４回 308 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
保健用必需品の
調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 ０日 1,446
保健用必需品の
調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 1,447 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
結核健康診断の
実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

750
結核健康診断の
実施

実施時期
平成２２
年４月か
ら６月

750 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
結核健診精密検
査の実施

実施時期
平成２１
年６月か
ら７月

7
結核健診精密検
査の実施

実施時期
平成２２
年６月か
ら７月

36 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課 尿検査の実施 実施時期

平成２１
年４月か
ら平成２
２年３月

1,587 尿検査の実施 実施時期

平成２２
年４月か
ら平成２
３年３月

1,614 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課 心臓検診の実施 実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

3,482 心臓検診の実施 実施時期
平成２２
年４月か
ら７月

3,902 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
脊柱側わん症検
査の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

0
脊柱側わん症検
査の実施

実施時期
平成２２
年４月か
ら７月

45 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
学校伝染病証明
書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 1
学校伝染病証明
書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 26 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

27
生徒の健康管理
に係る事務

学務課
検診機材の滅菌
委託

検診の時期

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

678
検診機材の滅菌
委託

検診の時期

平成２２
年４月か
ら６月及
び１１月

730 済
必
要

済
不
可

無 なし 22  維持

28 総
災害共済及び損
害補填に係る事
務（中学校）

学校管理下の事故に関わ
る災害共済給付及び損害
補填

生徒児
童及び
第３者

義
務

学務課 6,137
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6,460
現状維

持
なし 維持

28

災害共済及び損
害補填に係る事
務（中学校）

学務課
給付金の支払に
係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

　　０件 　　０件 5,317
給付金の支払に
係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

　　０件 5,612 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 9/18

実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

28

災害共済及び損
害補填に係る事
務（中学校）

学務課
災害共済給付請
求支払に伴う振
込

振込件数 ６４２件 ６１６件 251
災害共済給付請
求支払に伴う振
込

振込件数 ６４２件 252 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28

災害共済及び損
害補填に係る事
務（中学校）

学務課
学校災害賠償保
険請求・支払

支払件数 　　０件 　　０件 554
学校災害賠償保
険請求・支払

支払件数 　　０件 576
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28

災害共済及び損
害補填に係る事
務（中学校）

学務課
施設賠償責任保
険請求・支払

支払件数 　　０件 　　０件 15
施設賠償責任保
険請求・支払

支払件数 　　０件 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
中学校修学旅行
への医療従事者
の派遣

安全・安心な行事の推進 生徒
政
策

学務課 1,618
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,267 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

29

中学校修学旅行
への医療従事者
の派遣

学務課
中学校修学旅行
医療従事者派遣
委託

医療従事者派
遣人数

　１３人 　１３人 1,618
中学校修学旅行
医療従事者派遣
委託

医療従事者派
遣人数

　１３人 1,267
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30 総
学校給食の管理
に係る事務

学校給食の提供 児童
義
務

学務課 4,607
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7,443
現状維

持
なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
調理の工夫に関
する講習会の開
催

開催回数 年２回 年２回 0
調理の工夫に関
する講習会の開
催

開催回数 年２回 50
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
食物アレルギー
への対応検討委
員会の開催

開催回数 年３回 年６回
アレルギーへの
対応検討委員会
の開催

開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
食物アレルギー
への対応マニュ
アルの作成

作成期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

アレルギーへの
対応マニュアル
の検証

検証期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
学校給食展の開
催

開催回数 年１回 年１回 19
学校給食展の開
催

開催回数 年１回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
給食食材発注・
納品伝票等の印
刷

発注回数 年１回 年１回 88
給食食材発注・
納品伝票等の印
刷

発注回数 年１回 94
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
給食従事者細菌
検査の実施

検査人数
３９７人
（月平
均）

４２１人
（月平
均）

3,346
給食従事者細菌
検査の実施

検査人数
３９７人
（月平
均）

6,026
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
食材細菌検査
（魚、野菜等）
の実施

実施回数
年２回
（１校）

年２回
（１校）

145
食材細菌検査
（魚、野菜等）
の実施

実施回数
年２回
（１校）

202
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
給食場内衛生検
査の実施

検査回数
年１回
（５校）

年１回
（８校）

525
給食場内衛生検
査の実施

検査回数
年１回
（５校）

550
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
食品微生物検査
の実施

検査回数
年１回
（６校）

年１回
（８校１
場）

70
食品微生物検査
の実施

検査回数
年１回
（６校）

63
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
遺伝子組換検査
の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

年１回
（５検
体）

38
遺伝子組換検査
の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

48
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
残留農薬検査の
実施

検査回数
年１回
（５検
体）

年１回
（５検
体）

210
残留農薬検査の
実施

検査回数
年１回
（５検
体）

215
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
こたつ布団ク
リーニング等

対象施設数 １６施設 １６施設 129
こたつ布団ク
リーニング等

対象施設数 １６施設 130
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課 計量器定期検査 対象施設数 　８施設 　８施設 14 計量器定期検査 対象施設数 　８施設 27
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
学校給食の管理
に係る事務

学務課
学校調理研究会
の参加負担金等
の支払

支払回数 年１回 年１回 23
学校調理研究会
の参加負担金等
の支払

支払回数 　年１回 18
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31 総
共同調理場の受
配校との調整

受配校の配膳作業の円滑
を図るために配膳員を雇
用

職員
内
部

学務課 1,928
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,029
現状維

持
なし 維持

31
共同調理場の受
配校との調整

学務課
出勤簿の確認及
び算定

確認及び算定
の回数

年１２回
（毎月
末）

年１２回
（毎月
末）

0
出勤簿の確認及
び算定

確認及び算定
の回数

年１２回
（毎月
末）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
共同調理場の受
配校との調整

学務課
配膳員への賃金
支払

支払回数 年１１回 年１１回 1,928
配膳員への賃金
支払

支払回数 年１１回 2,029
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
共同調理場の受
配校との調整

学務課
給食等に関する
連絡調整

適切な連絡調
整がなされな
かった回数

０件 ０件
給食等に関する
連絡調整

適切な連絡調
整がなされな
かった回数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
共同調理場の受
配校との調整

学務課
給食の配送及び
使用済み食器等
の回収

日数 １８４日 １８４日
給食の配送及び
使用済み食器等
の回収

日数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32 総
学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学校給食の充実 児童
義
務

学務課 57,947
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 21,076
現状維

持
なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
被服等必需品の
購入

購入施設数 １９施設 １９施設 22,607
被服等必需品の
購入

購入施設数 １９施設 20,150 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 22  維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課 厨房機器購入 購入施設数 １９施設 １９施設 35,340 厨房機器購入 購入施設数 １９施設 926
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
照会、調査等の
作成

照会等件数 年６０件 年６０件
照会、調査等の
作成

照会等件数 年６０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
学校行事等との
調整・決定

調整等件数 １８４回 １８４回
学校行事等との
調整・決定

調整等件数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
給食費の改定に
かかる研究

研究回数 年１回 年０回
給食費の改定に
かかる研究

研究回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
給食指導担当者
会議

会議開催回数 年３回 年３回
給食指導担当者
会議

会議開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課 統一献立の作成
献立作成部会
の開催回数

年３回 年３回 統一献立の作成
献立作成部会
の開催回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
新しい献立の研
究

調理研究会の
開催回数

年２回 年２回
新しい献立の研
究

調理研究会の
開催回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
共同購入物資の
管理

受払簿の管理
日数

１８４日 １８４日
共同購入物資の
管理

受払簿の管理
日数

１８４日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
政府関係物資
（米・牛乳）の
購入申請

申請回数 年１回 年１回
政府関係物資
（米・牛乳）の
購入申請

申請回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
県給食会購入物
資（パン、ひも
の）の購入申請

　申請回数 年１回 年１回
県給食会購入物
資（パン、ひも
の）の購入申請

　申請回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課
学校給食におけ
る地場産物の活
用

地場産給食の
実施回数

年３回 年３回
学校給食におけ
る地場産物の活
用

地場産給食の
実施回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32

学校給食の管理
及び運営に係る
事務

学務課

給食のあり方の
検討（給食会
計、中学校昼食
の補完、納入業
者登録制等）

検討期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

702 総

学校給食の管理
及び運営に係る
事務（納入業者
登録制の導入）

学校給食の充実 児童
政
策

学務課
活動指標は達成でき
なかったが、成果は
今後見込める。

Ｃ
活動を給食のあ
り方検討として
NO３２へ統合

未

702

学校給食の管理
及び運営に係る
事務（納入業者
登録制の導入）

学務課

納入業者登録制
の導入など給食
費のあり方の検
討

検討期限
平成２２
年３月

33 総
学校給食調理、
運搬及び施設の
維持に係る事務

学校給食の調理・運搬・
材料の調達を円滑に行う
ため

児童
施
管

学務課 39,904
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40,460 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

33

学校給食調理、
運搬及び施設の
維持に係る事務

学務課
プロパンガス等
燃料費の支払

支払回数 年１２回 年１２回 25,763
プロパンガス等
燃料費の支払

支払回数 年１２回 25,133 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

33

学校給食調理、
運搬及び施設の
維持に係る事務

学務課 光熱水費の支払 支払回数 年１２回 年１２回 14,011 光熱水費の支払 支払回数 年１２回 15,192 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

33

学校給食調理、
運搬及び施設の
維持に係る事務

学務課 電話料の支払 支払回数 年１２回 年１２回 116 電話料の支払 支払回数 年１２回 120 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

33

学校給食調理、
運搬及び施設の
維持に係る事務

学務課
火災保険料の支
払

支払回数 年１回 年１回 14
火災保険料の支
払

支払回数 年１回 15 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

34 総
学校給食運搬車
の維持管理に係
る事務

学校給食運搬車の定期点
検、購入時のリサイクル
料等

児童
義
務

学務課 48
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 65
現状維

持
なし 維持

34

学校給食運搬車
の維持管理に係
る事務

学務課
車検代行手数料
等の支払

支払件数 年６件 年６件 48
車検代行手数料
等の支払

支払件数 年６件 40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34

学校給食運搬車
の維持管理に係
る事務

学務課
車検・車両買替
に伴うリサイク
ル料の支払

支払件数 年３件 年０件 0
車検・車両買替
に伴うリサイク
ル料の支払

支払件数 年３件 25
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34

学校給食運搬車
の維持管理に係
る事務

学務課
学校給食運搬車
の運転日誌の管
理

行程、距離等
の確認実施日
数

１８４日 １８４日
学校給食運搬車
の運転日誌の管
理

行程、距離等
の確認実施日
数

１８４日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
共同調理場施設
設備の点検

施設設備の法定点検 児童
施
管

学務課 237
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 239 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

35
共同調理場施設
設備の点検

学務課
ボイラー排出ガ
ス測定

測定回数 年２回 年２回 126
ボイラー排出ガ
ス測定

測定回数 年２回 126
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

35
共同調理場施設
設備の点検

学務課
簡易専用水道検
査・地下タンク
等の点検

点検回数 各年１回 各年１回 111
簡易専用水道検
査・地下タンク
等の点検

点検回数 各年１回 113
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

36 総
共同・単独調理
場の衛生管理に
係る事務

調理場の害虫を防除する 児童
施
管

学務課 3,906
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,755 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

36

共同・単独調理
場の衛生管理に
係る事務

学務課
トイレ・揚水ポ
ンプ・ガラス清
掃等施設の清掃

清掃回数 年４５回 年４５回 945
トイレ・揚水ポ
ンプ・ガラス清
掃等施設の清掃

清掃回数 年４５回 987 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

36

共同・単独調理
場の衛生管理に
係る事務

学務課
グリスフィル
ター・換気扇等
施設の清掃

清掃回数 年１回 年１回 2,583
グリスフィル
ター・換気扇等
施設の清掃

清掃回数 年１回 3,112 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

36

共同・単独調理
場の衛生管理に
係る事務

学務課 施設の消毒業務
害虫駆除消毒
の回数

年２回 年２回 378 施設の消毒業務
害虫駆除消毒
の回数

年２回 400 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

36

共同・単独調理
場の衛生管理に
係る事務

学務課
牛乳パック洗浄
リサイクル業務

実施月数 １１月 1,256 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

37 総
共同調理場の維
持管理に係る事
務

共同調理場の施設設備の
維持管理

児童
施
管

学務課 4,058
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,108 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課 警備業務委託 警備日数 ３６５日 ３６５日 531 警備業務委託 警備日数 ３６５日 535 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
自家用電気設備
保守点検委託

月次及び年次
点検回数

月２回
（月次）
年１回
（年次）

月２回
（月次）
年１回
（年次）

247
自家用電気設備
保守点検委託

月次及び年次
点検回数

月２回
（月次）
年１回
（年次）

250 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
消防用設備保守
点検委託

保守点検回数 年２回 年２回 40
消防用設備保守
点検委託

保守点検回数 年２回 40 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
ボイラー維持管
理委託

定期点検及び
本体整備回数

年１２回 年１２回 719
ボイラー維持管
理委託

定期点検及び
本体整備回数

年１２回 730 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
除害施設維持管
理委託

維持管理回数 年４８回 年４８回 2,407
除害施設維持管
理委託

維持管理回数 年４８回 2,410 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
複写機保守点検
委託

保守点検回数
年１２回
（使用
料）

年１２回
（使用
料）

97
複写機保守点検
委託

保守点検回数
年１２回
（使用
料）

108 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

37

共同調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
浮遊繊維粉塵測
定委託

維持管理回数 年１回 年１回 17
浮遊繊維粉塵測
定委託

維持管理回数 年１回 35 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

38 総
共同調理場の調
理機器等の維持
管理に係る事務

共同調理場の施設設備の
維持管理

児童
施
管

学務課 2,742
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,910 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

38

共同調理場の調
理機器等の維持
管理に係る事務

学務課

温水ボイラー及
び調理機器点検
委託・炊飯機保
守点検委託

保守点検回数 各年１回 各年１回 1,314

温水ボイラー及
び調理機器点検
委託・炊飯機保
守点検委託

保守点検回数 各年１回 1,470 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

38

共同調理場の調
理機器等の維持
管理に係る事務

学務課
学校給食産業廃
棄物汚泥処理委
託

汚泥処理回数 年３回 年３回 1,428
学校給食産業廃
棄物汚泥処理委
託

汚泥処理回数 年３回 1,440 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39 総
単独調理場の維
持管理に係る事
務

単独調理場の施設設備の
維持管理

児童
施
管

学務課 8,423
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7,975 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

39

単独調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
給食用昇降機の
保守点検

保守点検回数 年１２回 年１２回 7,432
給食用昇降機の
保守点検

保守点検回数 年１２回 7,600 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39

単独調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
ガスヒートポン
プエアコンの保
守点検

保守点検回数 年１回 年１回 299
ガスヒートポン
プエアコンの保
守点検

保守点検回数 年１回 305 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39

単独調理場の維
持管理に係る事
務

学務課
自動ドアの保守
点検

保守点検回数 年２回 年２回 692
自動ドアの保守
点検

保守点検回数 年２回 70 可
必
要

済
不
可

無 有り
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

40 総
給食施設の維持
管理に係る事務

給食施設の維持管理 児童
施
管

学務課 15,160
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 12,639 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

40
給食施設の維持
管理に係る事務

学務課
修繕補修等の施
工

施工施設数 １９施設 １９施設 15,133
修繕補修等の施
工

施工施設数 １９施設 12,609 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40
給食施設の維持
管理に係る事務

学務課 補修部品の購入 購入施設校数 １９施設 １９施設 27 補修部品の購入 購入施設校数 １９施設 30 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

41 総
学校給食食器改
善事業

楽しい食事ができるよう
強化磁器食器を導入す
る。

児童
政
策

学務課

事務事業の目的達成
に向けて、現時点で
は成果が出ていない
が今後成果が見込め
る。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

41
学校給食食器改
善事業

学務課
強化磁器食器類
の一部導入

食器類の整備
期限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

２３年度強化磁
器食器導入予定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

42 総
学校給食用物資
の購入

学校給食で使用する食材
等の購入、支払い事務

児童
義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

42
学校給食用物資
の購入

学務課 一般物資の購入 注文回数 週１回 週１回 一般物資の購入 注文回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

42
学校給食用物資
の購入

学務課

物資選定部会で
登録業者から共
同購入する物資
の購入

注文回数 週１回 週１回

物資選定部会で
登録業者から共
同購入する物資
の購入

注文回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

42
学校給食用物資
の購入

学務課 政府物資の購入 購入回数 週１回 週１回 政府物資の購入 購入回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

42
学校給食用物資
の購入

学務課
業者への支払事
務

支払回数 月１回 月１回
業者への支払事
務

支払回数 月１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

43 総
学校給食の栄養
管理に係る事務

適正な栄養価の給食を提
供する

国・県
義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

43
学校給食の栄養
管理に係る事務

学務課

学校給食の献立
作成及び実施献
立の栄養計算
（実施報告）

栄養計算回数 年１１回 年１１回

学校給食の献立
作成及び実施献
立の栄養計算
（実施報告）

栄養計算回数 年１１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

43
学校給食の栄養
管理に係る事務

学務課
学校給食栄養管
理報告

栄養価の年報
の作成回数

年１回 年１回
学校給食栄養管
理報告

栄養価の年報
の作成回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44 総
食育推進に係る
事務

子ども、保護者に食の大
切さを伝え、子どもの健
全な食生活の実現を図る

児童
義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

44
食育推進に係る
事務

学務課
食に関する指導
の実施（学校訪
問）

実施クラス数
５７クラ
ス

５７クラ
ス

食に関する指導
の実施（学校訪
問）

実施クラス数
５７クラ
ス

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44
食育推進に係る
事務

学務課
児童向けのミニ
給食ニュースの
作成

作成回数 １８４回 １８４回
児童向けのミニ
給食ニュースの
作成

作成回数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44
食育推進に係る
事務

学務課
保護者向けの給
食ニュースの作
成

作成回数
月１回 月１回

保護者向けの給
食ニュースの作
成

作成回数
月１回 不

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45 総
学校給食の衛生
管理に係る事務

給食調理の衛生確認 国
義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

45
学校給食の衛生
管理に係る事務

学務課
給食食材の検
収・保存食の採
取

採取回数 １８４回 １８４回
給食食材の検
収・保存食の採
取

採取回数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45
学校給食の衛生
管理に係る事務

学務課

献立に沿った作
業工程表の作
成・ミーティン
グ

作成回数 週１回 週１回

献立に沿った作
業工程表の作
成・ミーティン
グ

作成回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45
学校給食の衛生
管理に係る事務

学務課
作業動線図の作
成

作成回数 週１回 週１回
作業動線図の作
成

作成回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46 総 学校給食の調理
設定された時間内に安全
な給食を調理する。

児童
義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし 維持

46 学校給食の調理 学務課
衛生管理マニュ
アル・作業工程
表に沿った調理

調理日数 １８４日 １８４日
衛生管理マニュ
アル・作業工程
表に沿った調理

調理日数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46 学校給食の調理 学務課

使用した調理機
器、器具、食器
及び食缶の洗浄
及び消毒

消毒回数 １８４日 １８４日

使用した調理機
器、器具、食器
及び食缶の洗浄
及び消毒

消毒回数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46 学校給食の調理 学務課
学校給食残渣の
資源化

回収回数 １８４日 １８４日
学校給食残渣の
資源化

回収回数 週２回
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

46 学校給食の調理 学務課
米飯給食の回数
の見直し

回数の増
平成２１
年４月

平成２１
年４月

米飯給食の回数
の見直し

回数の増
平成２２
年４月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
共同調理場の維
持管理

ボイラー取り扱いに伴う
ボイラー技師及び灯油タ
ンク取り扱いに伴う危険
物取り扱い者の配備

職員
施
管

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

47
共同調理場の維
持管理

学務課
ボイラーの運転
業務

稼働日数 ２４６日 ２４６日
ボイラーの運転
業務

稼働日数 ２４６日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
共同調理場の維
持管理

学務課
燃料使用量等計
器類の確認及び
水質等管理

確認及び管理
日数

２４６日 ２４６日
燃料使用量等計
器類の確認及び
水質等管理

確認及び管理
日数

２４６日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

48 総
湘南教職員福利
厚生会に係る事
務

教育文化活動を推進する
とともに、教職員相互の
親睦と扶助の精神に基づ
いて福利厚生活動を行
い、学校教育の振興に寄
与する。

県費負
担教職

員

義
務

学務課 9,133
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8,918
現状維

持
なし 維持

48

湘南教職員福利
厚生会に係る事
務

学務課
福利厚生活動業
務の執行依頼

理事会及び評
議員会の開催
回数

年１回 年５回 9,133
福利厚生活動業
務の執行依頼

理事会及び評
議員会の開催
回数

年１回 8,918 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

49 総
学校職員の定期
健康診断に係る
事務(小学校)

学校教育の円滑な実施の
ため職員自身の問題のみ
ならず、教育上児童生徒
に影響を及ぼすと考えら
れる職員の健康の保持増
進を図る。

県費負
担教職

員

義
務

学務課 7,095
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8,260 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

現状維
持

なし 維持

49

学校職員の定期
健康診断に係る
事務(小学校)

学務課 健康診断の実施 実施回数 年４回 年４回 7,095 健康診断の実施 実施回数 年４回 7,540 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

49

学校職員の定期
健康診断に係る
事務(小学校)

学務課
勤務状況の実態
把握

実施回数 年１回 年０回

一定時間を超え
る時間外労働を
行った教職員に
対する産業医の
面接指導と定期
健康診断の事後
指導

実施回数 年１２回 720 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

50 総
学校職員の定期
健康診断に係る
事務(中学校)

学校教育の円滑な実施の
ため職員自身の問題のみ
ならず、教育上児童生徒
に影響を及ぼすと考えら
れる職員の健康の保持増
進を図る。

県費負
担教職

員

義
務

学務課 4,572
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6,435 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

現状維
持

なし 維持

50

学校職員の定期
健康診断に係る
事務(中学校)

学務課 健康診断の実施 実施回数 年４回 年４回 4,572 健康診断の実施 実施回数 年４回 5,715 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

50

学校職員の定期
健康診断に係る
事務(中学校)

学務課
勤務状況の実態
把握

実施回数 年１回 年０回

一定時間を超え
る時間外労働を
行った教職員に
対する産業医の
面接指導と定期
健康診断の事後
指導

実施回数 年１２回 720 #
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 総
１５市学校教育
課長会議に係る
事務

15市の学校教育課長の研
修、情報交換を行い、事
務の円滑化・服務の適正
化を図る。

県費負
担教職

員

内
部

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

51

１５市学校教育
課長会議に係る
事務

学務課

16市の学校教育
課長（教職員担
当）の研修・情
報交換

会議出席回数 年５回 年５回

15市の学校教育
課長（教職員担
当）の研修・情
報交換

会議出席回数 年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52 総
児童・生徒数
（実数・見込
数）の調査把握

学級編制、教職員定数の
申請の基礎資料とするた
め児童生徒数を把握する

児童・
生徒

内
部

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

52

児童・生徒数
（実数・見込
数）の調査把握

学務課
児童生徒数の推
計、把握

調査及び推計
回数

年１０回 年１０回
児童生徒数の推
計、把握

調査及び推計
回数

年１０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 総 学級編制事務
学級規模を適正にし、学
習に適した環境を作る

児童・
生徒

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

53 学級編制事務 学務課
学級編制に係る
ヒアリングの実
施

調査及び指導
回数

年４回 年４回
学級編制に係る
ヒアリングの実
施

調査及び指導
回数

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 学級編制事務 学務課

小中学校の学級
編制に係る県教
育委員会への申
請

申請回数 年３回 年３回

小中学校の学級
編制に係る県教
育委員会への申
請

申請回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 学級編制事務 学務課

小中学校の学級
数に基づく教職
員定数の配分の
申請

教職員定数配
当申請回数

年３回 年３回

小中学校の学級
数に基づく教職
員定数の配分の
申請

教職員定数配
当申請回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

53 学級編制事務 学務課

教職員定数以外
の教職員の加配
の県教育委員会
への要望

規定外定数加
配要望回数

年２回 年２回

教職員定数以外
の教職員の加配
の県教育委員会
への要望

規定外定数加
配要望回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 学級編制事務 学務課
決定した配当数
の市内小中学校
への配分

配当数の配分
回数

年１回 年１回
決定した配当数
の市内小中学校
への配分

配当数の配分
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

54 総
教職員の分限・
懲戒に係る事務

県費負担教職員の規律と
秩序を維持する

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

54
教職員の分限・
懲戒に係る事務

学務課
分限・懲戒に関
する事務手続

県教育委員会
への内申回数

年０回 年４回
分限・懲戒に関
する事務手続

県教育委員会
への内申回数

年０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55 総
教職員の服務の
監督・指導に係
る事務

県費負担教職員が適正な
服務を行うよう監督・指
導する。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

55

教職員の服務の
監督・指導に係
る事務

学務課
県費負担教職員
の服務の監督・
指導

監督指導日数 ３６５日 ３６５日
県費負担教職員
の服務の監督・
指導

監督指導日数 ３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56 総
教職員の昇給・
昇格に係る事務

適正な昇給・昇格事務を
実施する。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

56
教職員の昇給・
昇格に係る事務

学務課
県費負担教職員
の昇給・昇格に
関する事務手続

事務処理の回
数

年１回 年１回
県費負担教職員
の昇給・昇格に
関する事務手続

事務処理の回
数

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56
教職員の昇給・
昇格に係る事務

学務課

県費負担教職員
の勤勉手当成績
率適用に関する
事務手続

事務処理の回
数

年２回 年２回

県費負担教職員
の勤勉手当成績
率適用に関する
事務手続

事務処理の回
数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

57 総
教職員の休業・
休職に係る事務

県教育委員会に適正な休
業・休職の内申を行う。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

57
教職員の休業・
休職に係る事務

学務課
県費負担教職員
の休業・休職に
関する事務手続

内申回数 ４０件 ７０件
県費負担教職員
の休業・休職に
関する事務手続

内申回数 ４０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

58 総
教職員の採用・
辞職・配置換に
係る事務

教職員の適正な配置に努
める。教職員の編成を刷
新強化する。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7

教職員の採
用、辞職、配
置換に係る事
務

現状維
持

なし
予算
なし

58

教職員の採用・
辞職・配置換に
係る事務

学務課

県費負担教職員
の採用・辞職・
配置換に必要な
事務手続

内申回数 年３回 年３回

県費負担教職員
の採用・辞職・
配置換に必要な
事務手続

内申回数 年３回 7

教職員の採
用、辞職、配
置換に係る事
務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

59 総

臨時教職員の採
用・辞職・内
申・登録に係る
事務

臨時教職員の採用等の手
続を行う

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

59

臨時教職員の採
用・辞職・内
申・登録に係る
事務

学務課
臨時職員の採
用・辞職・内
申・登録

採用手続の対
象件数

３５０件 ６１１件
臨時職員の採
用・辞職・内
申・登録

採用手続の対
象件数

３５０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

59

臨時教職員の採
用・辞職・内
申・登録に係る
事務

学務課
湘南三浦教育事
務所等への連絡
事務

出張回数 年５０回 年５０回
湘南三浦教育事
務所等への連絡
事務

出張回数 年５０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

60 総
市費による教員
の任用に係る事
務

市費による教員の任用に
ついて調査・検討を行う

市費負
担教職

員

政
策

市費教員任用
事業

学務課 7,853
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 18,939 3
市費教員任用
事業

未 高 高 中 拡大 なし
増
や
す
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

60

市費による教員
の任用に係る事
務

学務課
市費による教員
の任用

任用教員数 ３人 ５人 7,853
市費による教員
の任用

任用教員数 ６人 18,939 3
市費教員任用
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

61 総
教職員の研修・
派遣に係る事務

民間企業での経験を活か
し、子どもの個性を生か
す指導ができるよう、ま
た組織の活性化に貢献で
きるよう、教員の資質向
上を図る。

県費負
担教職

員

政
策

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予算
なし

61
教職員の研修・
派遣に係る事務

学務課

教職員の民間企
業派遣、総合教
育センターへの
研修派遣

派遣に伴う事
務手続回数

年５回 年５回

教職員の民間企
業派遣、総合教
育センターへの
研修派遣

派遣に伴う事
務手続回数

年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

62 総
教職員の事故報
告に係る事務

県費負担教職員の規律と
秩序を維持する

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

62
教職員の事故報
告に係る事務

学務課
事故防止と県費
教職員の事故に
係る報告

報告書等の作
成回数

年０回 年２０回
事故防止と県費
教職員の事故に
係る報告

報告書等の作
成回数

年０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

63 総
湘三管内人事担
当者会議に係る
事務

人事関係事務についての
連絡調整を行い、適正な
人事事務を実施する。

県費負
担教職

員

内
部

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

63

湘三管内人事担
当者会議に係る
事務

学務課
人事関係事務に
ついての連絡調
整

会議出席回数 年５回 年５回
人事関係事務に
ついての連絡調
整

会議出席回数 年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

64 総
教職員の免許資
格に係る事務

教育職員免許状につい
て、取得義務または取得
希望のある者について、
その申請を行う。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

64
教職員の免許資
格に係る事務

学務課 免許申請 申請受付回数 年１６回 年１７回 免許申請 申請受付回数 年１６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

64
教職員の免許資
格に係る事務

学務課
免許更新制度の
周知

説明会回数 年１回 年１回
免許更新制度の
周知

説明会回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

65 総
教職員の表彰に
係る事務

教育に貢献のあった個人
に対してその業績を表彰
し、教育の振興及び発展
に寄与する。

県費負
担教職

員

政
策

学務課 8
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

65
教職員の表彰に
係る事務

学務課
表彰候補者の内
申・推薦

内申・推薦回
数

１回 １回 8
表彰候補者の内
申・推薦

内申・推薦回
数

１回 8
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

66 総
教職員の公務・
通勤災害に係る
事務

公務災害による損害を補
償し、及び必要な福祉事
業を行い、もって教職員
及びその遺族の生活の安
定と福祉の向上に寄与す
る。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

66

教職員の公務・
通勤災害係る事
務係る事務

学務課
教職員の公務
（通勤）災害に
係る事務

公務災害認定
請求の受付件
数

０件 １２件
教職員の公務
（通勤）災害に
係る事務

公務災害認定
請求の受付件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

67 総
市教委主催の福
利厚生事業に係
る事務

教職員の健康増進を図
る。

県費負
担教職

員

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

67

市教委主催の福
利厚生事業に係
る事務

学務課
教職員バレー
ボール大会の実
施

実施回数 年１回 年１回
教職員バレー
ボール大会の実
施

実施回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

68 総
教職員団体との
交渉に係る事務

教職員団体と適法な交渉
を実施する。

教職員
団体

義
務

学務課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

545,917 523,917 611,481 611,481

実施計画
事業名

学務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

学務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

68
教職員団体との
交渉に係る事務

学務課

登録された教職
員団体との勤務
条件等に係る交
渉

適法な交渉の
実施回数

年２４回 年１１回

登録された教職
員団体との勤務
条件等に係る交
渉

適法な交渉の
実施回数

年２４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

69 総

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に係る事務（給
食）

開校後、給食場が円滑に
運営できるようにする。

児童
施
整

学務課 56,284 1

（仮称）緑が
浜第二小学校
の給食場の整
備

完 高 高 高 終了 なし
予算
なし

69

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に係る事務（給
食）

学務課
給食場の備品及
び消耗品の購入

完了期間 23年3月 56,284 1

（仮称）緑が
浜第二小学校
の給食場の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

70 総

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に係る事務（保
健）

開校後、保健室が円滑に
運営できるようにする。

児童
施
整

学務課 5,434 2

（仮称）緑が
浜第二小学校
の保健室の整
備

完 高 高 高 終了 なし
予算
なし

70

（仮称）緑が浜
第二小学校開校
に係る事務（保
健）

学務課
保健室の備品及
び消耗品の購入

完了期間 23年3月 5,434 2

（仮称）緑が
浜第二小学校
の保健室の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

児童・
生徒

義
務

学務課
予算
なし

888
災害応急対策活
動

学務課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
予算
なし

888
災害応急対策活
動

学務課
児童及び生徒の
安否確認に関す
ること

人員確認がで
きる体制をす
みやかに整え
防災無線等に
より学校責任
者から報告を
受ける。

４月 なし
児童及び生徒の
安否確認に関す
ること

人員確認がで
きる体制をす
みやかに整え
防災無線等に
より学校責任
者から報告を
受ける。

随時
予算
なし

888
災害応急対策活
動

学務課

学校給食施設及
び共同調理場施
設の被害状況調
査及び応急復旧
対策に関するこ
と

教育施設班と
学校給食調理
場施設の被害
状況調査を実
施し、修繕の
手配を関係各
課と調整し実
施する。

随時 なし

学校給食施設及
び共同調理場施
設の被害状況調
査及び応急復旧
対策に関するこ
と

教育施設班と
学校給食調理
場施設の被害
状況調査を実
施し、修繕の
手配を関係各
課と調整し実
施する。

随時
予算
なし

888
災害応急対策活
動

学務課

学校給食施設及
び共同調理場施
設の運用に関す
ること

第２号及び第
３号配備が発
令された場
合、関係職員
に連絡し、施
設の運用及び
稼働体制をと
る。

随時 なし

学校給食施設及
び共同調理場施
設の運用に関す
ること

第２号及び第
３号配備が発
令された場
合、関係職員
に連絡し、施
設の運用及び
稼働体制をと
る。

随時
予算
なし

888
災害応急対策活
動

学務課

災害による応急
教育並びに被災
児童及び生徒に
対する学用品の
給付対策に関す
ること

教育施設班及
び教育指導班
の協力により
応急教育教室
の確保を図
り、関係各課
との調整によ
り、学用品の
給付を実施す
る。

随時 なし

災害による応急
教育並びに被災
児童及び生徒に
対する学用品の
給付対策に関す
ること

教育施設班及
び教育指導班
の協力により
応急教育教室
の確保を図
り、関係各課
との調整によ
り、学用品の
給付を実施す
る。

随時
予算
なし

888 総 庁内共通業務
内
部

学務課


